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2016 年の時点で，一般廃棄物最終処分場の残余容量は 1 憶 9,996 万 m3，残余年数は 20.5



























第 7 章 結  論 ·································································· 147 
7.1 研究の成果 ···································································· 147 
7.1.1 建設汚泥の再利用における環境経済性評価 ···································· 147 
7.1.2 津波堆積物の処理における環境経済性評価 ···································· 147 
7.1.3 バンコク首都圏の廃棄物処理における環境経済性評価 ·························· 148 
7.1.4 養豚業廃棄物処理における環境経済性評価 ···································· 148 
7.2 研究の課題 ···································································· 149 
7.2.1 建設汚泥の再利用における環境経済性評価 ···································· 149 
7.2.2 津波堆積物の処理における環境経済性評価 ···································· 150 
7.2.3 バンコク首都圏の廃棄物処理における環境経済性評価 ·························· 150 
7.2.4 養豚業廃棄物処理における環境経済性評価 ···································· 150 
 













2016 年の時点で，一般廃棄物最終処分場の残余容量は 1 憶 9,996 万 m3，残余年数は 20.5





























































































によると，3 県の沿岸市町村で発生した災害廃棄物量は約 2,200×104t に上る。ここで，
阪神淡路大震災における災害廃棄物発生量が約 1,477×104t であったことより，東日本大
震災で発生した災害廃棄物量の膨大さがわかる。また，宮城県の災害廃棄物発生量は同
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 本研究の構成は，全 7 章から構成される。 
 まず，第 1 章においては，序論として研究の背景，研究の目的，本研究の構成につい
て述べた。 
 第 2 章では，直接コストならびに環境負荷を環境コストとして定義した環境経済性評
価手法を構築する。 
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2.2 では，国土交通省によって日本の CO2 貨幣価値原単位として設定されている 2,890
円/t-CO2，既往の研究から対策費用に基づく 9,425 円/t-CO2，貨幣価値原単位として最小
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ところで，ISO14042 が国際規格化された 2000 年頃から，人間健康や生物多様性等の
エンドポイントが受ける潜在的被害量を評価するための手法開発が注目され始めた。
ISO14042 とは国際標準化機構が発行した環境マネジメントシステムに関する国際規格
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CO2 貨幣価値原単位として設定されている 2,890 円/t-CO2 を用いて計算を行う。 
 
  
paapaap TNPPNPPTNPPNPPNPP  )2
1)( （Δ
][]/CO[]CO/[CO 222 haShatNPPtEo  Δ円貨幣価値原単位
14 
表-2.1 環境負荷係数（円/kg） 
物質 大気経由 水質経由 土壌経由 
カドミウム 2.91E+05 8.53E+05 6.45E+05 
鉛 2.24E+04 6.55E+04 4.95E+04 
ダイオキシン 1.28E+09 1.09E+10 1.57E+07 
PCB 7.25E+05 7.85E+06 1.15E+04 
六価クロム 2.29E+04 6.72E+04 5.08E+04 
砒素 5.03E+04 1.47E+05 1.11E+05 


















回復するまでの期間の NPP の損失を ΔNPP として以下の式（2-8）として算出する 2-8)。
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合，様々な大気汚染物質が排出されるが，2.2.4 では CO2 に着目して，CO2 排出量を輸送
に伴う環境影響度として以下の式（2-14）として算出する。国土交通省が発表する 1t の




表-2.2 1t の荷物を 1km 運ぶために排出する CO2 排出量 



























いて，2.2.4 では中間処理施設稼働に伴って排出される CO2 排出量をもとに算出を行う。






    
  CtEi  22 CO/CO 円貨幣価値原単位  （2-10） 
 






































合，様々な大気汚染物質が排出されるが，2.2.4 では CO2 に着目して，CO2 排出量を輸送
に伴う環境影響度として以下の式（2-14）として算出する。国土交通省が発表する 1t の




表-2.2 1t の荷物を 1km 運ぶために排出する CO2 排出量 



























いて，2.2.4 では中間処理施設稼働に伴って排出される CO2 排出量をもとに算出を行う。






    
  CtEi  22 CO/CO 円貨幣価値原単位  （2-10） 
 













































































































































































































































































































































学的・定量的・客観的に評価する手法である 2-17)。LCA の ISO 規格のうち，ISO14040「ラ
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の排出量では，建設汚泥が 750 万 t である（図-3.1 参照）3-5)。ただし，全体の建設系廃棄
物排出量のうち，建設汚泥の排出量は比較的少ない。しかしながら，建設系廃棄物の品
目別最終処分量（2005 年度）では，全体で 600 万 tのうち，建設汚泥が 190 万 tを占めて
おり，建設汚泥が最終処分量に占める割合は 3 割と非常に高くなっている（図-3.2 参照）
3-5)。一方，2005 年度の建設系廃棄物の再資源化等の状況は，建設系廃棄物全体の再資








   
図-3.1 建設副産物の品目別排出量（2005 年度） 
    
 



























































環境省の調査によると，2005 年度における我が国の産業廃棄物は 2004 年度から 500
万 t 増え，4 億 2,200万 t となっている。また，2011年度時点において過去 20 年間の産業
廃棄物の排出量は増減を繰り返しているものの，全体傾向として増加傾向にある 3-4)。 
環境省による産業廃棄物の業種別排出量（2005 年度）では，建設業が 7,700 万 t で
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1km 輸送する過程で排出される CO2 排出量）（表-3.2 参照）を用い，式（3-4）に示す
輸送に伴う環境コストとして算出する 3-12)。 
 
表-3.2 貨物輸送の CO2排出係数 
輸送手段 CO2排出係数 
営業用普通トラック 0.178  kg-CO2/t·km 
営業用小型トラック 0.819  kg-CO2/t·km 
営業用軽トラック 1.933  kg-CO2/t·km 
鉄道 0.021  kg-CO2/t·km 
 













施することで，土地の占有期間，改変された植生 NPPa から本来の植生 NPPp に回復す
るまでの期間の NPP 損失をΔNPP として，式（3-5）より算出する（図-3.6 参照）。な























表-3.1 エネルギー起源の CO2排出係数 
エネルギー CO2排出係数 
電力 0.555  kg-CO2/kWh 
ガソリン 2.322  kg-CO2/L 
軽油 2.619  kg-CO2/L 
灯油 2.489  kg-CO2/L 
A 重油 2.710  kg-CO2/ L 
B・C 重油 2.982  kg-CO2/L 
LPG 3.000  kg-CO2/kg 
LNG 2.698  kg-CO2/kg 
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営業用普通トラック 0.178  kg-CO2/t·km 
営業用小型トラック 0.819  kg-CO2/t·km 
営業用軽トラック 1.933  kg-CO2/t·km 
鉄道 0.021  kg-CO2/t·km 
 













施することで，土地の占有期間，改変された植生 NPPa から本来の植生 NPPp に回復す
るまでの期間の NPP 損失をΔNPP として，式（3-5）より算出する（図-3.6 参照）。な























表-3.1 エネルギー起源の CO2排出係数 
エネルギー CO2排出係数 
電力 0.555  kg-CO2/kWh 
ガソリン 2.322  kg-CO2/L 
軽油 2.619  kg-CO2/L 
灯油 2.489  kg-CO2/L 
A 重油 2.710  kg-CO2/ L 
B・C 重油 2.982  kg-CO2/L 
LPG 3.000  kg-CO2/kg 
LNG 2.698  kg-CO2/kg 




















重金属含有量貨幣換算係数2CE  （3-7） 
 
表-3.3 重金属に起因する生態系被害に関する貨幣換算係数 
物質 水域排出時 土壌排出時 
カドミウム 8.53E+05 円/kg 6.45E+05 円/kg 
鉛 6.55E+05 円/kg 4.95E+04 円/kg 
六価クロム 6.72E+04 円/kg 5.08E+04 円/kg 
砒素 1.47E+05 円/kg 1.11E+05 円/kg 
総水銀 4.06E+06 円/kg 3.07E+06 円/kg 













































土地の面積 Sと CO2貨幣価値原単位を乗じる。 
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土地の面積 Sと CO2貨幣価値原単位を乗じる。 
 















































































































































































最小値 中央値 最大値 
締固め後の土の体積 (m3)  - 300 - 
輸送距離（バージン材）(km)  0 2.5 5 
輸送距離（リサイクル材）(km)  10 20 25 
採掘処理コスト (円/m3)  1,000 3,000 5,000 
再資源化処理コスト (円/m3)  2,000 5,000 8,000 
輸送コスト (円/km·t)  58 69 83 
ふけ率 1.26 1.47 1.70 
ΔNPP (t-C/year·ha)  0 2 9 
重金属含有量（鉛）(mg/kg)  0 23.1 150 
面積 (ha)  - 0.1 - 
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サイクル材”では，評価額が 0 以上となる場合が全試行に対して 23％であり，“重金



















































































サイクル材”では，評価額が 0 以上となる場合が全試行に対して 23％であり，“重金


































































±0.4～±0.7  中程度の相関を持つ 
±0.2～±0.4  弱い相関を持つ 





資（費用）は増加してきている。環境省が実施した 2009 年度環境投資等実態調査 3-19)
























































土量（地山） -0.0005 0.0433 
採掘コスト 0.5026 0.4465 







輸送コスト -0.1134 -0.0674 
ΔNPP 0.0317 -0.0109 
再資源化コスト -0.7805 -0.1433 
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3-1) 国土交通省：建設リサイクル推進計画 2008，国土交通省，2008． 

































































































3-1) 国土交通省：建設リサイクル推進計画 2008，国土交通省，2008． 

















































































































る。このような状況もあり，災害廃棄物全体に対する処理は 2012 年 4 月 2 日現在，約 8%

















































る。このような状況もあり，災害廃棄物全体に対する処理は 2012 年 4 月 2 日現在，約 8%





















ブロックで 294×104t，亘理名取ブロックで 44×104t，ならびに東部ブロックで 6×104t と
































































災害廃棄物の発生量は，例えば宮城県では 1 年当たりの一般廃棄物量の 20 年分以上に
相当しており，被災した東日本各地域のみで処理を遂行すると非常に長期を要する。同

























ブロックで 294×104t，亘理名取ブロックで 44×104t，ならびに東部ブロックで 6×104t と
































































災害廃棄物の発生量は，例えば宮城県では 1 年当たりの一般廃棄物量の 20 年分以上に
相当しており，被災した東日本各地域のみで処理を遂行すると非常に長期を要する。同



































































































































































































































ttttt iilla  )',,',max(









arfit EEEEEE   （4-1） 
 











StNPPEo  Δ貨幣価値原単位2CO  （4-4） 
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arfit EEEEEE   （4-1） 
 











StNPPEo  Δ貨幣価値原単位2CO  （4-4） 
 




















LWE aa  輸送排出原単位貨幣価値原単位2CO  （4-8） 
－ 69 －
45 
表-4.1 不確実要素の最小値・中央値・最大値  
最小値 中央値 最大値 
NPP（CO2/tha） 0 2 9 
中間処理量（t/day） 500 1000 1500 
中間処理コスト（yen/m3） 2,000 5,000 8,000 
最終処分コスト（yen/m3） 4,000 10,000 20,000 
他県受入れ量（t/day） 50 100 150 
他県受入れの際の運搬距離（km） 65 250 450 
他県受入れの際の輸送排出原単位
（kg-CO2/tkm） 
0.2 1.0 2.0 
汚染物質の含有量 xi(t)，zi(t)（kg）    
Pb 含有量（㎎/kg） 0 150 180 
Dioxin 含有量（pg-TEQ/g） 0 1000 1200 
PCB 含有量（ng/g） 0 0.5 0.6 
As 含有量（mg/kg） 0 150 180 
環境負荷係数 yi（yen/kg）    
Pb 環境負荷係数（yen/kg） 199,250 398,500 597,750 
Dioxin 環境負荷係数（yen/kg） 760,000 15,200,000 22,800,000 
PCB 環境負荷係数（yen/kg） 5,750 11,500 17,250 
As 環境負荷係数（yen/kg） 12,850 25,700 38,550 
                     （注：本章では中央値を用いた。） 
 
ianiaiaili EEEEE  21  （4-12） 
 
fanfafaflf EEEEE  21  （4-13） 
 








1iaili nEEE   （4-15） 
 
1faflf nEEE   （4-16） 
 
1aa nEE   （4-17） 
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（1） t=0 において仮置き場に存在する津波堆積物の重量は，100×104t とする。 
（2） 比重は汚泥の密度を参考し，1.1t/m3 を用いる。 






（7） 表-4.1 に示すように最小値，中央値，最大値を設定する。中央値は文献調査 4-10)～4-23)
やヒアリングで得られた値を採用する。本章では中央値のみ用いている。 
（8） 被災地の 1 日当たりの処理量は 1,000t/day とする。 
パラメータをすべてベースケースとして計算すると，Et (0)=6.37×1010 円，Ei 
(ta)=7.54×108 円，および Ef (ta)=3.18×1010 円となる。 
つぎに他県受入れ（1 日当たりの処理量 100t/day）を行った場合を考えてみる。他県受
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および Efa1のいずれも他県数が増えるにしたがって減少している。他県数が 1 と 10 の場
合で比較すると，それぞれ 0.55 倍と環境影響度が減少する。 
 
表-4.3 他県数と 1 県当たりの環境影響度の関係 
他県数 Ea1（yen） Eia1（yen） Efa1（yen） 
1 6.57×107 6.86×107 2.89×109 
2 6.02×107 6.29×107 2.65×109 
3 5.56×107 5.80×107 2.45×109 
4 5.16×107 5.39×107 2.27×109 
5 4.81×107 5.03×107 2.12×109 
6 4.51×107 4.71×107 1.99×109 
7 4.25×107 4.44×107 1.87×109 
8 4.01×107 4.19×107 1.77×109 
9 3.80×107 3.97×107 1.67×109 














































他県数 Eil（yen） Efl（yen） Ea（yen） Eia（yen） Efa（yen） 
SUM
（yen） ta（days） 
0 7.54×108 3.18×1010 0 0 0 3.25×1010 1000 
1 6.86×108 2.89×1010 6.57×107 6.86×107 2.89×109 3.26×1010 909 
2 6.29×108 2.65×1010 1.20×108 1.26×108 5.30×109 3.27×1010 833 
3 5.80×108 2.45×1010 1.67×108 1.74×108 7.34×109 3.27×1010 769 
4 5.39×108 2.27×1010 2.06×108 2.15×108 9.09×109 3.28×1010 714 
5 5.03×108 2.12×1010 2.41×108 2.51×108 1.06×1010 3.28×1010 667 
6 4.71×108 1.99×1010 2.71×108 2.83×108 1.19×1010 3.28×1010 625 
7 4.44×108 1.87×1010 2.97×108 3.11×108 1.31×1010 3.29×1010 588 
8 4.19×108 1.77×1010 3.21×108 3.35×108 1.41×1010 3.29×1010 556 
9 3.97×108 1.67×1010 3.42×108 3.57×108 1.51×1010 3.29×1010 526 
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製品における CO2 排出量の推計が試みられている 5-6)。表-5.1 はタイ王国と日本におけ









































































製品における CO2 排出量の推計が試みられている 5-6)。表-5.1 はタイ王国と日本におけ



















































慮したうえ，衛生埋立された最終処分量に対して，貨幣価値原単位を 1,000 円/m3 とし
て設定する。ここで，当該設定は文献 5-10)に記載された土壌汚染対策に関する貨幣価値














OnNut 1,917,773 985,500 
Nongkhaem 2,583,824 1,314,000 
Tharaeng 1,151,902 985,500 





Food scraps（生ごみ類） 35.89 
Paper（紙類） 13.58 
Cloth（布類） 4.58 
Plastic and foam（プラスチック類・発砲体類） 20.76 
Leather and rubber（皮類およびゴム類） 2.19 
Wood and leaves（木類および葉類） 6.59 
Metal（鉄類） 2.19 
Glass（ガラス類） 5.07 




表-5.1 日本とタイ王国における CO2 排出係数および CO2 排出原単位の一例 
種類 日本 タイ 
エネルギー原料   
電 力  （kg-CO2/kWh） 0.473 0.688 
重 油  （kg-CO2/L） 2.585 3.080 
軽 油  （kg-CO2/L） 2.713 2.700 
土木工事   （kg-CO2/円） 5.647 1.906 
建築工事   （kg-CO2/円） 4.400 0.957 
自動車製造  （kg-CO2/円） 3.150 0.973 
 
本章はタイ王国を対象としているため，エネルギー原料，材料，製品および土木・建
築工事等に関する CO2，CH4 および N2O 排出係数および排出原単位の設定には，IPCC
ガイドラインに示された排出係数のデフォルト値 5-4)およびタイ王国を対象とした産業
連関分析法によって推定された各々排出原単位 5-6)を引用ならびに設定している（後出















いても引用されている 5-9)。当該文献 5-9)は 103 個の計測事例を基に，CO2 排出の限界被
害費用をとりまとめており，現時点で最も信頼できる文献の 1 つとして考えられる。よ
り具体的には，CO2 排出の限界被害費用（CO2 が 1 単位増加した場合の海面上昇等によ
る被害を貨幣換算したもの）について，既往の計測事例（103 個）を収集し，計測値の
平均や分散を分析しており，全計測値の平均値は 3.03 円/kg-CO2 であった。 
本章では上記を踏まえ，CO2 の貨幣価値原単位の設定に対して①被害費用に基づく計
測の方法を採用し，文献 5-9)で報告された 3.03 円/kg-CO2 を設定する。さらに，CH4 お
よび N2O に関する貨幣価値原単位の設定には，各々の温暖化係数が 21 および 310 であ
－ 80 －
5 
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ガイドラインに示された排出係数のデフォルト値 5-4)およびタイ王国を対象とした産業
連関分析法によって推定された各々排出原単位 5-6)を引用ならびに設定している（後出















いても引用されている 5-9)。当該文献 5-9)は 103 個の計測事例を基に，CO2 排出の限界被
害費用をとりまとめており，現時点で最も信頼できる文献の 1 つとして考えられる。よ
り具体的には，CO2 排出の限界被害費用（CO2 が 1 単位増加した場合の海面上昇等によ
る被害を貨幣換算したもの）について，既往の計測事例（103 個）を収集し，計測値の
平均や分散を分析しており，全計測値の平均値は 3.03 円/kg-CO2 であった。 
本章では上記を踏まえ，CO2 の貨幣価値原単位の設定に対して①被害費用に基づく計
測の方法を採用し，文献 5-9)で報告された 3.03 円/kg-CO2 を設定する。さらに，CH4 お
























び使用人員等を推計し，処理コストならびに CO2，CH4 および N2O 排出量を推計する。 
焼却処理施設では，廃棄物中の各々組成物において灰分率を設けることで，廃棄物搬
入量から焼却灰量を推計する。さらに，廃棄物搬入量から施設建設コストおよび使用人
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項目 単位 排出係数・ 
排出原単位 
電 力 （kg-CO2/kWh） 0.69 
重 油 （kg-CO2/L） 3.08 
軽 油 （kg-CO2/L） 2.70 
土木工事 （kg-CO2/1,000 円） 1.91 
建築工事 （kg-CO2/1,000 円） 0.96 
整備補修 （kg-CO2/1,000 円） 1.16 
重 機 （kg-CO2/1,000 円） 0.97 
収集車 （kg-CO2/1,000 円） 0.97 
運搬車 （kg-CO2/1,000 円） 0.97 
消石灰 （kg-CO2/ton） 1,096 
浸出水処理薬品 （kg-CO2/m3） 0.11 
（b）CH4 
項目 単位 排出係数 
Food（食物類） （kg-CH4/ton） 4 
Paper（紙類） （kg-CH4/ton） 10 
Cloth（布類） （kg-CH4/ton） 10 
Wood（木類） （kg-CH4/ton） 10 
Food（食物類） （kg-CH4/ton） 0.223 
Paper（紙類） （kg-CH4/ton） 0.210 
Cloth（布類） （kg-CH4/ton） 0.232 
Wood（木類） （kg-CH4/ton） 0.231 
（c）N2O 
項目 単位 排出係数 
Food（食物類） （kg-N2O/ton） 0.3 
Paper（紙類） （kg-N2O/ton） 0.6 
Cloth（布類） （kg-N2O/ton） 0.6 




項目 単位 価格原単位 
人件費 （円/人） 720,000 
電 力 （円/kWh） 9 
重 油 （円/L） 18 
軽 油 （円/L） 30 
重 機 （円/台） 10,666,667 
収集車 （円/台） 1,666,667 
運搬車 （円/台） 3,333,333 
消石灰 （円/ton） 6,667 
浸出水処理薬品 （円/m3） 6 
（b）売却価格原単位 
項目 単位 売却価格原単位 
紙 類 （円/ton） -28 
プラスチック類 （円/ton） 1,019 
ガラス類 （円/ton） 155 
















一方，準好気性もしくは嫌気性埋立処分では CO2 および CH4 が排出されると仮定する。 
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5.6 のとおり，シナリオは各々の組み合わせにより全 18 通り設定している。なお，中間
処理過程において“処理なし”および最終処分過程において“衛生埋立処分”の組み合
わせは，バンコク首都圏における廃棄物処理システムの現状を最も反映していると考え
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(2) CO2 排出量 
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ス排出量とは，各シナリオにおいて排出される CO2，CH4 および N2O 量に関する CO2
換算での総和である。なお，CH4 および N2O に対する CO2 換算には，各々の温暖化係
数が 21 および 310 であることを用いている。図-5.6 より，ベースラインシナリオは他
の対策シナリオと比較して，多量の温室効果ガスを排出している。なお，CO2 のみの排
出では，焼却処理施設を選択した対策シナリオ（シナリオ 4，6，10，12，16 および 18）
が最も CO2 排出量が多い結果であったが，温室効果ガス排出量としてはベースライン
シナリオが他の対策シナリオと比べ多い結果である。これは，ベースラインシナリオに




































図-5.4 各シナリオにおける CO2 排出量 
 
(3) CH4 排出量 
 
図-5.5 は各シナリオにおける CH4 排出量を示している。これより，ベースラインシナ
リオでは，CH4 が約 120,000ton/year 排出される結果である。ここで，文献 5-16)によると，





12，16 および 18）は，CH4 排出削減量が大きく，廃棄物を無害化する効果がある（図-
5.5 参照）。さらに，最終処分過程においては準好気性埋立（シナリオ 7～12）の CH4
排出削減効果が顕著である。一方，嫌気性埋立（シナリオ 13～18）では CH4 排出量が
多く推計されているが，CH4 はエネルギーとして回収利用できる可能性も有しているた
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タイ王国における「第 9 期国家経済社会発展計画」（2002 年）では，廃棄物発生量
の抑制を最優先事項の 1 つとして掲げている（表-5.7 参照）5-14)。そこで，バンコクの
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農林水産省のデータによれば，2011 年における飼育戸数は 6,010 戸となっており，1990
年の 43,400 戸に比べて大きく減少している 6-1)（図-6.2 参照）。また，前年比も 87％と
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して 6 段階臭気強度表示方法における臭気強度 2.5～3.5 の間となるような悪臭物質の濃
度および臭気指数で定められている。特定悪臭物質の濃度を規制手法として採用する場
合では，特定悪臭物質として指定されている現在 22 物質の濃度が敷地境界線上で規制基




























畜産業による苦情発生戸数は 2011 年度では 2,004 件となっている 6-1)（図-6.4 参照）。
また，苦情発生率は 2.0％となっている。なお，苦情発生率は，苦情発生戸数を畜産農









いで多くなっている。また，養豚業に起因する苦情 569 件の内容別として，図-6.5 のよ
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尿の BOD や SS などの調整が挙げられる。こういった高次処理を行うために，糞尿の処
理機器を使用する必要がある。本章では，糞尿の処理に伴う環境コストは，処理機器に
要するエネルギー量から CO2 排出係数を用いて CO2 の定量化を行うことで算出式（6-2）
する 6-27)。 
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があることや統計処理など調査の信頼性が求められる。North Carolina 州南東地区の 9
郡における既往の研究によれば，養豚場によって住宅価値が約 9%下落し，住宅価値の
下落幅には豚の肥育数と養豚場までの距離に依存している 6-28)。North Crolina 州南東で
の Craven 郡の例では住宅と養豚場までの距離が 0.75 マイルでは 0.47～0.51＄/頭，1 マ
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6.3.4 養豚業の糞尿輸送・投入プロセスの CO2コスト 
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期間は 25 度を超えることは珍しい。風は年間を通して約 2m/sec 程度であり，降水量は
年間 1,500mm 前後，日照時間は 1,700 時間程度となっている。なお，各気象データは気
象庁の白老観測所で得られたデータ（1976 年～2011 年）を参考にしている。 
規模としては，敷地面積約 55,000m2，肥育数は約 17,000 頭であり，比較的大規模であ
る。牧場内では，第 1 農場に離乳舎 1 棟と肥育舎 2 棟，第 2 農場に離乳舎 3 棟と肥育舎
6 棟が設置されている。また，A 牧場は周囲に住宅地がない。  
糞尿の回収システムとして，PQ を用いて随時糞尿をコンポストおよび曝気槽に送る
システムを採用している。糞尿の固形分においては，強制発酵処理装置を用い上部から
投入発酵させて下部へ落とす。一方，糞尿の液分においては，BOD や SS など環境基準
値を下回るまで高次処理を行い，牧場外に排出している。また，糞尿発酵過程での発酵
86 














によると，2050 年までに二酸化炭素 70％削減（1990 年比）シナリオの貨幣価値原単位






設定されている 2,890 円/t-CO2を採用した 6-27)。 
糞尿の輸送に伴う CO2 コストを算出する際には，運搬車輌を用いる場合と輸送機器を
用いる場合で算出方法が変わる。前者は，国土交通省が発表する輸送排出原単位（1t の
荷物を 1km 輸送するのに排出される CO2 量）を用いて CO2 量を定量化する 6-27)。よって，
運搬車輌を用いた糞尿の輸送に伴う環境コストは以下の式（6-6）で算出される。 
 
E CO₂貨幣価値原単位 輸送排出原単位 W L （6-6） 
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糞尿の回収システムとして，PQ を用いて随時糞尿をコンポストおよび曝気槽に送る
システムを採用している。糞尿の固形分においては，強制発酵処理装置を用い上部から
投入発酵させて下部へ落とす。一方，糞尿の液分においては，BOD や SS など環境基準
値を下回るまで高次処理を行い，牧場外に排出している。また，糞尿発酵過程での発酵
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によると，2050 年までに二酸化炭素 70％削減（1990 年比）シナリオの貨幣価値原単位






設定されている 2,890 円/t-CO2を採用した 6-27)。 
糞尿の輸送に伴う CO2 コストを算出する際には，運搬車輌を用いる場合と輸送機器を
用いる場合で算出方法が変わる。前者は，国土交通省が発表する輸送排出原単位（1t の
荷物を 1km 輸送するのに排出される CO2 量）を用いて CO2 量を定量化する 6-27)。よって，
運搬車輌を用いた糞尿の輸送に伴う環境コストは以下の式（6-6）で算出される。 
 
E CO₂貨幣価値原単位 輸送排出原単位 W L （6-6） 
 


























































































































気象庁のデータ（蔵王観測所）によれば，降水量は年間 1,400mm，日照時間は 1,600 時
間程度となっている（2006 年～2011 年のデータを参照）。月別平均気温でみると，夏季
では最高平均気温 24℃，冬季でも最低平均気温 0℃程度に留まっている。また，風に関
して言えば，1 年を通して 1m/sec の風が吹いている。 
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（注）2011 年 9 月 9 日撮影     （注）同左 






時期，調査内容，気温等は表-6.5 のとおりである。A 牧場にて 3 回，B 牧場にて 3 回の






また，においの強さを表-6.3 のように，6 段階に分けたものを 6 段階臭気強度表示法
と言う。基本的に，規制基準は 2.5～3.5 に相当する特定悪臭物質の濃度や臭気指数を定
めている。また，規制基準は業種によって異なり，畜産業における臭気強度と臭気指数
の関係は表-6.4 のようになっている。養豚業の規制基準は，臭気指数 12，15，18 のうち
どの値を採用するかは今後の課題とされている。本章では，それらの中央値である臭気
指数 15 をもとに計算や評価等を行う 6-12)。 
 





（2.5） （2 と 3 の中間） 
3 楽に感知できるにおい 






臭気強度 臭気強度と臭気指数の関係 においの強さの程度 
養豚業 養牛業 養鶏業 
0    無臭 
1    やっと感知できるにおい 
2 何のにおいであるかわかる弱い匂い 
（2.5） 12 11 11  
3 15 16 14 楽に感知できるにおい 
（3.5） 18 20 17  
4    強いにおい 
5    強烈なにおい 
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起因する臭気が挙げられると言える。測定時期別に結果を比較すると，2012 年 6 月より
も 2011 年 9 月に測定した臭気指数が高くなっていることがわかる（表-6.7 参照）。この
理由として，後者の気温が高く，糞尿からより高強度の臭気が発生したためと考えられ
る。特に，2011 年 9 月 9 日，10 日の気温は苫小牧市でも年間最高気温に近く，気温に着
目して言えばワーストケースに近い結果が得られたと言える。また，実際に A 牧場から
ヒアリングを行った結果，冬季に比べて夏季は非常に臭気が強いということである。A
測定地点 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
2011/9/9  14:40① 308 86 67 42 30
2011/9/9  14:40② 308 44 80 42 105
2011/9/9 16:00 657 64 57 84 77
2011/9/10  9:00① 640 87 72 43 72
2011/9/10  9:00② 640 108 51 33 25
2011/9/10 11:00 195 66 73 31 18 31 77
2011/9/10 14:30 181 79 56 36 34 60 21
2012/6/15  9:30① 300 42 36 57 24 145 90 19 24 126
2012/6/15  9:30② 300 42 36 57 16 55
2012/6/15  13:00① 292 46 46 62 37 145 140 18 21 178
2012/6/15  13:00② 292 65 53 39 12 70
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表-6.5 各検証サイトの調査時期および外的条件に関して 
検証サイト 測定時期 天候 気温 
測定内容 
臭気 害虫 風速 
A 牧場 2011 年 9 月 9 日 晴れ 26℃ ○ ○ × 
2011 年 9 月 10 日 曇り 31℃ ○ ○ × 
2012 年 6 月 15 日 晴れ 17℃ ○ ○ × 
B 牧場 2012 年 5 月 17 日 雨後曇り 16℃ ○ × × 
2012 年 9 月 25 日 雨後曇り 20℃ ○ × × 




A 牧場では，図-6.11 に示す箇所で臭気の測定を行った。 
 
 
測定地点 1 コンポスト（0m 地点） 
測定地点 2 PQ 設置地点（30m 地点） 
測定地点 3 PQ 設置地点（50m 地点） 
測定地点 4 PQ 設置地点（100m 地点） 
測定地点 5 PQ 設置地点（160m 地点） 
測定地点 6 堆肥置場 
測定地点 7 しさ置場 
測定地点 8 曝気槽 1 
測定地点 9 曝気槽 2 
測定地点 10 脱臭槽 
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気指数は 11～13 という結果が得られており，養豚場の規制基準である臭気指数 15 を十
分満足しているという結果が得られた。 
 




図-6.12 臭気指数と距離の関係（測定地点 1～5） 
 
B 牧場では，臭気源として PQ 付近，堆肥舎，浄化槽および脱臭槽にて，また図-6.13
のように臭気源ではない各地点で臭気の測定を行った。 
  
測定地点 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
2011/9/9  14:40① 24.89 19.34 18.26 16.23 14.77
2011/9/9  14:40② 24.89 16.43 19.03 16.23 20.21
2011/9/9 16:00 28.18 18.06 17.56 19.24 18.86
2011/9/10  9:00① 28.06 19.40 18.57 16.33 18.57
2011/9/10  9:00② 28.06 20.33 17.08 15.19 13.98
2011/9/10 11:00 22.90 18.20 18.63 14.91 12.55 14.91 18.86
2011/9/10 14:30 22.58 18.98 17.48 15.56 15.31 17.78 13.22
2012/6/15  9:30① 24.77 16.23 15.56 17.56 13.80 21.61 19.54 12.79 13.80 21.00
2012/6/15  9:30② 24.77 16.23 15.56 17.56 12.04 17.40
2012/6/15  13:00① 24.65 16.63 16.63 17.92 15.68 21.61 21.46 12.55 13.22 22.50
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2012 年 9 月以前の調査において，風は臭気に大きく影響を与えることがわかった。そ








B 牧場の風速および風向の測定結果を表-6.10 に示す。また，B 牧場の中で卓越した風
を図-6.15 に示す。結果として，風速 2.0m/sec を超える風は吹くことはなく，微風状態で
あった。また，風向は測定時間，また高低差や建物等の立地条件によって大きく変化す
ることがわかった。実際に測定地点 No.7 から No.9 に着目すると，臭気源付近の臭気の
測定結果と風速および風向の測定結果が非常に大きな相関を持っていることがわかる。9
月 25 日の風向は，臭気源から No.7 から No.9 に向かって風が吹いているため 110～60
と非常に高い臭気濃度の結果が得られた。一方，9 月 26 日では風向が No.9 から No.7 へ
臭気源に向かって風が吹いているため，No.7 から No.9 の臭気濃度は 20～30 と低くなっ
ている。 
No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9
9:30～ 20.7188201 14.7712125 11.4612804
10:00～ 18.8081359 18.5125835 13.2221929
11:00～ 17.6342799 17.4818803 13.4242268
14:30～ 18.4509804 15.4406804 13.2221929
9/25 14:30～ 22.0951501 20.8990511 18.4509804 20.211893 18.1291336 13.9794001 20.6818586 15.4406804 14.7712125
9/25 15:30～ 21.4612804 21.1058971 17.5587486 20.1283722 21.0720997 13.8021124 20.211893 18.0617997 15.797836
9/25 17:00～ 21.4921911 21.7318627 19.5424251 18.7506126 10.4139269 19.3449845 14.62398 13.9794001
9/26 10:00～ 24.4715803 19.0848502 21.3033377 20.8990511 13.8021124 14.3136376 14.1497335 14.4715803
9/26 11:00～ 25.4777471 20.4139269 21.5836249 21.2385164 13.4242268 14.3136376 13.9794001 14.3136376
9/26 12:00～ 25.1982799 19.6378783 21.3353891 19.2427929 12.5527251 18.3250891 14.4715803 14.9136169





9/25 14:30～ 14.3136376 12.787536 15.0514998 16.1278386 15.4406804 14.4715803 10.7918125 10 13.6172784
9/25 15:30～ 14.1497335 13.8021124 12.5527251 14.4715803 13.6172784 14.1497335 12.5527251 10.7918125 14.4715803
9/25 17:00～ 13.0103 13.8021124 11.7609126 12.787536 14.3136376 11.7609126 9.54242509 10 13.2221929
9/26 10:00～ 13.9794001 14.7712125 14.4715803 15.3147892 11.1394335 12.3044892 11.1394335 11.1394335 12.5527251
9/26 11:00～ 14.3136376 13.0103 9.54242509 15.0514998 11.1394335 11.4612804 12.3044892 11.4612804 13.8021124





































No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9
9:30～ 118 30 14
10:00～ 76 71 21
11:00～ 58 56 22
14:30～ 70 35 21
9/25 14:30～ 162 123 70 105 65 25 117 35 30
9/25 15:30～ 140 129 57 103 128 24 105 64 38
9/25 17:00～ 141 149 90 75 11 86 29 25
9/26 10:00～ 280 81 135 123 24 27 26 28
9/26 11:00～ 353 110 144 133 22 27 25 27
9/26 12:00～ 331 92 136 84 18 68 28 31





9/25 14:30～ 27 19 32 41 35 28 12 10 23
9/25 15:30～ 26 24 18 28 23 26 18 12 28
9/25 17:00～ 20 24 15 19 27 15 9 10 21
9/26 10:00～ 25 30 28 34 13 17 13 13 18
9/26 11:00～ 27 20 9 32 13 14 17 14 24
9/26 12:00～ 27 35 20 37 30 20 15 15 23
－ 126 －
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中で最も厳しい基準となる 12，住宅地における規制基準 10 となる距離を求めた。表





した場合，A 牧場において臭気指数 15 となる距離は 50m～140m，臭気指数 10 となる距
離は 110m～330m となった。同様に，B 牧場においては臭気指数 15 となる距離は 60m
～90m，臭気指数 10 となる距離は 170m～220m となった。また，指数近似式を採用した
場合，A 牧場において臭気指数 15 となる距離は 80m～390m，臭気指数 10 となる距離は
160m～870m となっており非常に幅を持った結果が得られた。同様に，B 牧場において













   
（注）2012 年 9 月 25 日撮影      （注）同左 
写真-6.3 アネモマスタ風速計Ⅰ     写真-6.4 アネモマスタ風速計Ⅱ 
 











No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12
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9/26 12:00～ 0.36 0.75 0.1 0.24 0.63 0.55 0.23 0.76 0.82 0.46 1.57 0.83
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①牧場 A および B において豚から排出される糞尿量は，以下の表-6.13 から算出される 6-38)。 
②6.3 にて示したライフサイクルをもとに，直接コストと CO2の環境コストを算出する。 
③各コストの算出期間は，10 年間とする。 
④糞尿の計算において肉豚（大）の値のみ用いる。 






1 日 1 頭当たり 
糞量（kg） 尿量（kg） 糞尿合計（kg） 
肉豚（大） 90 2.3～3.2 3.0～7.0 5.3～10.2 
肉豚（中） 60 1.9～2.7 2.0～5.0 3.9～7.7 
肉豚（小） 30 1.1～1.6 1.0～3.0 2.1～4.6 
繁殖豚（雌） 160～300 2.1～2.8 4.0～7.0 6.1～9.8 
繁殖豚（授乳期） - 2.5～4.2 4.0～7.0 6.5～11.2 





(1) A 牧場における直接コスト等の算出 
 
PQ 導入前における直接コスト等を算出するために用いる数値を表-6.14 に示す。ここ
で，糞尿を清掃するために必要な時間を 2 時間と仮定し，総労働時間を 8 時間とすると
糞尿を清掃するための労働率は 1 日のうち 0.25 となる。よって，糞尿の清掃等に要する





表-6.11 A 牧場における近似式および各規制基準を満足する距離 
 
 















14:40 ① 0.8031 75.882 112.559 138.983
14:40 ② 0.0996 129.901 244.492 327.050
16:00 0.2606 127.402 184.216 225.148
9:00 ① 0.4262 108.923 151.985 183.010
9:00 ② 0.7316 76.687 103.166 122.243
11:00 0.9193 54.829 88.690 113.085
14:30 0.7862 61.370 109.893 144.851
9:30 0.4925 122.797 186.356 228.729
13:00 ① 0.7138 142.358 220.078 271.891
13:00 ② 0.7597 130.353 200.941 248.000
14:40 ① 0.8641 134.458 208.839 269.613
14:40 ② 0.0769 368.570 647.500 875.402
16:00 0.2363 391.862 615.005 797.327
9:00 ① 0.4307 212.002 323.573 414.734
9:00 ② 0.8059 117.094 172.880 218.461
11:00 0.9564 93.040 148.826 194.407
14:30 0.8216 163.427 274.999 366.160
9:30 0.5261 103.767 178.148 238.922
13:00 ① 0.4275 156.285 267.857 359.017


































14:30 0.5542 91.788 158.013 202.163
15:30 0.6174 93.832 156.989 199.095
17:00 0.4929 68.191 129.167 169.817
10:00 0.4658 79.510 143.475 186.119
11:00 0.3742 76.295 139.453 181.558
12:00 0.477 92.269 158.348 202.401
14:30 0.5575 81.400 155.781 216.555
15:30 0.6292 85.964 160.345 221.119
17:00 0.505 63.907 138.288 199.062
10:00 0.5134 70.015 144.396 205.170
11:00 0.386 63.062 137.443 198.217
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図-6.16 A 養豚場における直接コスト等の内訳（1） 
 













































割引率 3%および 6％を用いて現在割引価値を求めている。 
 
表-6.14 A 養豚場における直接コスト等の算出に必要な要素 
 単位 PQ 導入前 PQ 導入後 備考 
肥育頭数 頭 12,000 12,000  





人件費 千円 7 7 ヒアリング結果 
労働時間 時間 2 - 8 時間×0.25 
輸送単価 円/t/km 70 - ヒアリング（運搬会社） 
輸送距離 km 0.68 0.68 A 牧場実施設計図面 
維持費 千円/年 - 130 （PQ 導入後）ポンピング
チューブ+ブーツ 
電力費 円/kWh - 14 北海道電力 
電力 kWh/日 - 36.4（輸送のみ） A 牧場実施設計書 
CO2 単価 円/t-CO2 2,890 2,890 国土交通省 
CO2 排出係数 t-CO2/kWh 0 0.000423 国土交通省 










図-6.16 A 養豚場における直接コスト等の内訳（1） 
 













































割引率 3%および 6％を用いて現在割引価値を求めている。 
 
表-6.14 A 養豚場における直接コスト等の算出に必要な要素 
 単位 PQ 導入前 PQ 導入後 備考 
肥育頭数 頭 12,000 12,000  





人件費 千円 7 7 ヒアリング結果 
労働時間 時間 2 - 8 時間×0.25 
輸送単価 円/t/km 70 - ヒアリング（運搬会社） 
輸送距離 km 0.68 0.68 A 牧場実施設計図面 
維持費 千円/年 - 130 （PQ 導入後）ポンピング
チューブ+ブーツ 
電力費 円/kWh - 14 北海道電力 
電力 kWh/日 - 36.4（輸送のみ） A 牧場実施設計書 
CO2 単価 円/t-CO2 2,890 2,890 国土交通省 
CO2 排出係数 t-CO2/kWh 0 0.000423 国土交通省 























































B 牧場は糞尿が発生するエンドポイント数は A 牧場と同等であることから，人件費およ
び維持費は A 牧場と同等の水準がかかるものとした。 
 
表-6.15 B 養豚場における直接コストの算出に必要な要素 
 単位 PQ 導入前 PQ 導入後 備考 
肥育頭数 頭 5,000 5,000  





人件費 千円 7 7 ヒアリング結果 
労働時間 時間 2 0 8 時間×0.25 
輸送単価 円/t/km 70 0 ヒアリング（運搬会社） 
輸送距離 km 0.12 0.12 B 牧場実施設計図面 
維持費 千円/年 0 120 ポンピングチューブ+
ブーツ 
電力費 円/kWh 14 14 東北電力 
電力 kWh/日 0 3.8（輸送のみ） B 牧場実施設計書 
CO2 単価 円/t-CO2 2,890 2,890 国土交通省 
CO2 排出係数 t-CO2/kWh 0 0.000423 国土交通省 























































B 牧場は糞尿が発生するエンドポイント数は A 牧場と同等であることから，人件費およ
び維持費は A 牧場と同等の水準がかかるものとした。 
 
表-6.15 B 養豚場における直接コストの算出に必要な要素 
 単位 PQ 導入前 PQ 導入後 備考 
肥育頭数 頭 5,000 5,000  





人件費 千円 7 7 ヒアリング結果 
労働時間 時間 2 0 8 時間×0.25 
輸送単価 円/t/km 70 0 ヒアリング（運搬会社） 
輸送距離 km 0.12 0.12 B 牧場実施設計図面 
維持費 千円/年 0 120 ポンピングチューブ+
ブーツ 
電力費 円/kWh 14 14 東北電力 
電力 kWh/日 0 3.8（輸送のみ） B 牧場実施設計書 
CO2 単価 円/t-CO2 2,890 2,890 国土交通省 
CO2 排出係数 t-CO2/kWh 0 0.000423 国土交通省 





おける PQ 導入前および導入後とみなす臭気濃度を表-6.16 に示す。 
表-6.16 に示された PQ 導入によって低減される臭気濃度の最小値，平均値，最大値を
用いて，臭気による貨幣換算係数𝛼𝛼�は表-6.17 のように算出される。 
 
表-6.16 PQ 導入前および導入後の臭気濃度 
  最小値 平均値 最大値 
A 牧場 PQ 導入前の臭気濃度 181 373.9 657 
PQ 導入後の臭気濃度 12 53 108 
B 牧場 PQ 導入前の臭気濃度 58 172.9 353 















第 2 に分子の臭気濃度の値に関するもので，1 つにはどの時点の臭気を用いるのかと
いう選択の問題がある。コストとの関連から言えばある特定時点の臭気ではなく，その






































気濃度を PQ 導入前の臭気濃度と仮定する。6.5 の結果から，A 牧場におけるコンポスト
地点の臭気濃度は 181～657 となっており，平均値は 373.9 である。つぎに，PQ 導入後
による臭気濃度を PQ 導入地点の臭気濃度と仮定する。PQ を導入している 4 地点におけ
る臭気濃度は 12～108 となっており，平均値は 53 である。 
一方，B 牧場の PQ 導入前の臭気濃度は PQ 導入後に測定した既存浄化槽の値であると
仮定する。また，PQ 導入後の臭気濃度は PQ 設置地点の臭気濃度と仮定する。既存浄化
槽の臭気濃度は 58～353 となっており，平均値は 172.9 である。PQ 設置地点の臭気濃度
は 11～71 となっており，平均値は 31.6 となっている。ここで，A 牧場および B 牧場に
－ 136 －
107 
おける PQ 導入前および導入後とみなす臭気濃度を表-6.16 に示す。 
表-6.16 に示された PQ 導入によって低減される臭気濃度の最小値，平均値，最大値を
用いて，臭気による貨幣換算係数𝛼𝛼�は表-6.17 のように算出される。 
 
表-6.16 PQ 導入前および導入後の臭気濃度 
  最小値 平均値 最大値 
A 牧場 PQ 導入前の臭気濃度 181 373.9 657 
PQ 導入後の臭気濃度 12 53 108 
B 牧場 PQ 導入前の臭気濃度 58 172.9 353 















第 2 に分子の臭気濃度の値に関するもので，1 つにはどの時点の臭気を用いるのかと
いう選択の問題がある。コストとの関連から言えばある特定時点の臭気ではなく，その






































気濃度を PQ 導入前の臭気濃度と仮定する。6.5 の結果から，A 牧場におけるコンポスト
地点の臭気濃度は 181～657 となっており，平均値は 373.9 である。つぎに，PQ 導入後
による臭気濃度を PQ 導入地点の臭気濃度と仮定する。PQ を導入している 4 地点におけ
る臭気濃度は 12～108 となっており，平均値は 53 である。 
一方，B 牧場の PQ 導入前の臭気濃度は PQ 導入後に測定した既存浄化槽の値であると
仮定する。また，PQ 導入後の臭気濃度は PQ 設置地点の臭気濃度と仮定する。既存浄化
槽の臭気濃度は 58～353 となっており，平均値は 172.9 である。PQ 設置地点の臭気濃度




図-6.18 PQ 導入前における環境コスト 
 
PQ 導入後における環境コストの内訳を図-6.19 に示す。また，臭気における貨幣換算










































10,198 円，B 牧場で，15,798 円という仮説値を採用して議論してみることとする。 
 
表-6.17 臭気による貨幣換算係数 
 最小値 平均値 最大値 
A 牧場 5,960 10,198 19,364 
B 牧場 7,916 15,798 47,495 
 





ここで A 牧場における PQ 導入前における環境コストの内訳を図-6.18 に示す。臭気に









図-6.18 PQ 導入前における環境コスト 
 
PQ 導入後における環境コストの内訳を図-6.19 に示す。また，臭気における貨幣換算










































10,198 円，B 牧場で，15,798 円という仮説値を採用して議論してみることとする。 
 
表-6.17 臭気による貨幣換算係数 
 最小値 平均値 最大値 
A 牧場 5,960 10,198 19,364 
B 牧場 7,916 15,798 47,495 
 





ここで A 牧場における PQ 導入前における環境コストの内訳を図-6.18 に示す。臭気に












図-6.21 B 養豚場における PQ 導入前の環境コスト 
 
 






























 最小値 平均値 最大値 
PQ 導入前 89.9 円/頭 317.7 円/頭 1,060.2 円/頭 
PQ 導入後 5.9 円/頭 45.0 円/頭 174.3 円/頭 
 






























図-6.21 B 養豚場における PQ 導入前の環境コスト 
 
 






























 最小値 平均値 最大値 
PQ 導入前 89.9 円/頭 317.7 円/頭 1,060.2 円/頭 
PQ 導入後 5.9 円/頭 45.0 円/頭 174.3 円/頭 
 








































































 最小値 平均値 最大値 
PQ 導入前 99.2 円/頭 1773.5 円/頭 3620.9 円/頭 









































































 最小値 平均値 最大値 
PQ 導入前 99.2 円/頭 1773.5 円/頭 3620.9 円/頭 
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 2010 年 10 月に社会人の修士課程における入学試験に向けた対策を先生にお願いし，









 2017 年 4 月に芝浦工業大学に着任された先生は，私に社会人博士課程をご紹介頂きま
した。そこでも私のネガティブな精神が先行し「私にはできないよな」そこでも先生は
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気対策の 1 つとして取り上げてもらうためにより多くの農場モデルの検証が必要である。 
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きました。緊張の中，2019 年 10 月 30 日中間検討会が無事終了し，公聴会までの約 3 か
月間毎週，先生に論文内容・スライドなどの確認を頂き 2020 年 1 月 28 日最終審査会が
行われました。 
 公私に渡りご指導頂いている先生の名前は，芝浦工業大学大学院理工学研究科教授 
稲積真哉先生です。先生との出会いと歩みはこの場では書ききれない内容になりますが，
当該謝辞の中で改めまして御礼を申し上げます。本当に有難うございます。先生は私に，
博士とは博士の取得からが大切ですと仰いました。すなわち，博士とはその立ち振るま
いが人生にとって重要ですと教えて頂きました。本論文が完成したことはこれからのそ
して，今までの社会人人生の中で，輝かしい 1 ページとなり今までの劣等感が誇りと自
信にかわりました。先生の教え通り，これからの人生の立ち振る舞いを常に意識し，今
まで以上に精進する所存です。 
 また，学位論文の中間検討会，最終審査会におきまして，ご指導を頂きました副主査
の並河努先生，そして，紺野克昭先生，伊代田岳史先生，杉山太宏先生（東海大学）に
感謝申し上げます。 
 
 研究室そして人生の大先輩であります久保博様，論文執筆にあたりアドバイスを頂き
本当に有難うございます。公聴会における貴重なご助言忘れることありません。感謝申
し上げます。 
 
 会社取引先先輩の橋田弘之様，公私ともに本当にお世話になりました。論文執筆に迷っ
た際いつもご相談をさせて頂きました。感謝申し上げます。 
 
 会社取引先の桑原秀一様，公私ともに本当にお世話になりました。論文執筆時にアド
バイスを頂きました。感謝申し上げます。 
 
 株式会社トーメック宮忠男様（会長），公私ともに本当にお世話になりました。また，
植野進一様（社長），私が新卒として入社以来，上司として公私ともに本当にお世話にな
りました。御礼を申し上げます。社員の皆様，会社業務においてご迷惑をお掛けしたこ
とがあるかもしれませんが本当に有難うございます。感謝申し上げます。そして，諸先
輩，後輩，大勢の方々にご指導，ご協力を頂きました。心より感謝申し上げます。 
 
 最後になりましたが，博士論文の執筆に際し，いつも健康面に気を遣って温かく見守っ
てくれた家族に対して感謝申し上げます。 
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